地方中小都市・周辺農村における家族多就業構造および生活スタイルに関する研究 by 市田,知子
地方中小都市・周辺農村における家族多就業構造および
　　　　　　生活スタイルに関する研究
研究代表者　市　田　知　子
　2008年度は岩手県盛岡市および栃木県茂木町において現地調査を行った。
　栃木県芳賀郡茂木町は栃木県の東南部にあり、人口約1万5千、林野率6割以上の中山間地域
である。同町においては、これまで地区（集落）毎に耕作放棄地を活用した棚田オーナー制度、
ブルーベリー園など、蕎麦屋（女性起業）など都市住民との交流を積極的に行っているが、今回、
重点的に調査を行った上後郷（かみうらこう）地区（32世帯）においては、具体的な活用策が生
まれていない。
　そこでまず、町長、役場職員および住民を交えて中山間地域での栽培に適したアケビ等の作物
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栽培による都市農村交流およびビジネス創出の可能性について、話し合いの場をもった。その結
果、販路の開拓、加工品開発に際しての技術習得、加工、販売さらにレストラン開設にかかる経
費、人材の確保等の課題解決のために、集落住民の組織化、女性の参加の促進が急務であること
が明らかになった。
　さらに、それらのアイデアをより現実的なものにするために、各世帯の家族構成、就業状態、
農業の規模、他出家族（若者）のUターン可能性等にっいて、調査票に基づく聴き取り調査を行
った。全体に高齢化、兼業化が進み、新しいことに取り組む姿勢に乏しい地区であることを再認
識したが、それでも最近は「むらづくり協議会」の準備をし、上水道や外灯の設置のための働き
かけ、桜祭の企画など、少しずつ動き始めていることを確認することができた。
　一方、これまで主な就業先は宇都宮を中心とする自動車産業部門であったが、昨今の雇用情勢
悪化から、宇都宮以外かつ多様な産業に分散する必要のあることが確認された。
　盛岡市においては岩手県内の地産地消の動向についてその概観を調査した。同県では、県をあ
げて地産地消費、食育に積極的に取り組んでいる。そこで、担当部署において、県の施策につい
て説明を受けた。県内の地産地消活動を展開する団体に対し、販売支援、情報発信、市場開発支
援等の各事業を行い、県民の地産地消運動を啓発することを目的に設立されたいわて地産地消推
進会議についての詳細な説明と具体的な取り組みについて説明を受けた。
　また、県内の各地域で実際に取り組まれている事例にっいて説明を受けた。これまでにも葛巻
町の畜産公社による地域活性化事例や遠野市の学校給食や直売所による地産地消・食育のケース
について調査を実施してきた。葛巻町については、畜産公社の事業概要や実際の取り組みについ
て詳細な資料をもとにその内容を把握すると共に、そのような取り組みが地域の酪農経営に一定
の下支え機能を発揮すると共に、従来の系統販売をベースにしながら、乳業メーカーとのブラン
ド作りに成功していることを確認することができた。
　そこで、県では畜産対策として具体的にどのような事業を実施しているのか、今後も市町村レ
ベルでの積極的な取り組み（たとえばブランド作り）に対して、どのような対応を考えているの
か、等について考えを聞いた。県としても、側面から市町村レベルでの取り組みを積極的に支援
していく旨、確認することできた。そのための専門部署の設置をすでに実施している。
　また、遠野市の事例との関係では、県レベルでの学校給食への対応策について説明を聞いた。
地産地消型の学校給食の推進においてどのような施策が可能なのか、これまでの取り組みを含め
確認することができた。
　詳細については今後の課題となるが、このように一定程度県レベルでの施策の概要と今後の取
り組み姿勢を確認すると同時に、さらに他のユニークな取り組み事例についても意見を聞くこと
ができた。
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